
事 務 連 絡 

令和４年 6 月 22 日 

関 係 団 体 御中 

厚生労働省保険局医療課 

疑義解釈資料の送付について（その 14） 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡しましたので、別添団体各位におかれましても、

関係者に対し周知を図られますよう協力方お願いいたします。 
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（別添） 

公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

健康保険組合 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房教養厚生課 御中 

防衛省人事教育局 御中 

労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 

各都道府県後期高齢者医療広域連合 御中 
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                  事  務  連  絡 

令和４年６月 22 日 

 

 

 

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課  

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）    御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課 ( 部 ) 

 

 

厚生労働省保険局医療課  

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 14） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（令和４年厚生労働省告示第 54 号）

等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項に

ついて」（令和４年３月４日保医発 0304 第１号）等により、令和４年４月１

日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑

義解釈資料を別添のとおり取りまとめたので、本事務連絡を確認の上、適切

に運用いただくようお願いします。  
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（別添） 

医－1 

医科診療報酬点数表関係 

 

【医師事務作業補助体制加算】 

問１ 区分番号「Ａ２０７－２」医師事務作業補助体制加算１の施設基準にお

ける「当該保険医療機関において３年以上の医師事務作業補助者としての

勤務経験を有する医師事務作業補助者が、それぞれの配置区分ごとに５割

以上配置されていること」について、 

① 他の保険医療機関において勤務した期間を除いた通算勤務期間が３

年以上である場合、「当該保険医療機関における３年以上の勤務経験」

としてよいか。 

② 当該保険医療機関が医師事務作業補助体制加算に係る届出を行って

いない間に医師事務作業補助者として勤務した期間を、勤務経験に含め

てよいか。 

（答）それぞれ以下のとおり。 

① 差し支えない。 

② 差し支えない。 

 

【報告書管理体制加算】 

問２ 区分番号「Ａ２３４－５」報告書管理体制加算について、「入院中に第

４部画像診断又は第 13 部病理診断に掲げる診療料を算定したものについ

て、退院時１回に限り、所定点数に加算する」こととされているが、第４

部画像診断又は第 13 部病理診断の費用が包括されている入院料等を算定

する患者についても、画像診断又は病理診断を実施し、その他の要件を満

たす場合には、当該加算を算定可能か。 

（答）算定可能。 

 

【外来腫瘍化学療法診療料】 

問３ 区分番号「Ｂ００１－２－12」外来腫瘍化学療法診療料における「抗悪

性腫瘍剤」とは、具体的には何を指すのか。 

（答）薬効分類上の腫瘍用薬を指す。 

 

【バイオ後続品導入初期加算】 

問４ 区分番号「Ｂ００１－２－12」外来腫瘍化学療法診療料の注７に規定す

るバイオ後続品導入初期加算について、外来腫瘍化学療法診療料の「１」

の「ロ」又は「２」の「ロ」を算定する場合であって、抗悪性腫瘍剤以外

の薬剤についてバイオ後続品を使用したときは、当該加算を算定できる
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医－2 

か。 

（答）算定できる。 

 

【こころの連携指導料(Ⅰ)】 

問５ 区分番号「Ｂ００５－12」こころの連携指導料(Ⅰ)の施設基準において

求める医師の「自殺対策等に関する適切な研修」には、具体的にはどのよ

うなものがあるか。 

（答）現時点では、「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和４年３月 31

日事務連絡）別添１の問 162 でお示ししているものに加えて、厚生労働大臣

指定法人・一般社団法人いのち支える自殺対策推進センターが主催する「自

殺未遂者ケア研修（かかりつけ医版）」が該当する。 

 

【下肢創傷処置】 

問６ 区分番号「Ｊ０００－２」下肢創傷処置について、足趾の浅い潰瘍につ

いてはどのように算定すればよいか。 

（答）「１ 足部（踵を除く。）の浅い潰瘍 135 点」を算定する。 

 

問７ 区分番号「Ｊ０００－２」下肢創傷処置については、留意事項通知にお

いて、「下肢創傷処置の対象となる部位は、足部、足趾又は踵」であると

されているが、ここでいう「足部」とは具体的にどの部位を指すか。 

（答）足関節以遠の部位（足趾又は踵を除く。）及びアキレス腱を指す。 
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